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金        額 金        額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 流動負債

現金及び預金 466,836 買掛金 216,050

受取手形 759,782 リース債務 8,606

売掛金 868,744 賞与引当金 92,622

商品及び製品 53,604 製品保証引当金 228,442

仕掛品 138,277 未払金 4,838

原材料及び貯蔵品 358,200 未払費用 134,490

前払費用 13,254 未払法人税等 94,364

未収入金 394,123 未払消費税等 55,199

その他の流動資産 17,139 預り金 2,300

貸倒引当金 △ 649 その他の流動負債 5,437

流動資産合計 3,069,313 流動負債合計 842,350

固定資産 固定負債

有形固定資産 リース債務 20,912

建物 295,019 製品保証引当金 74,496

構築物 7,251 固定負債合計 95,408

機械装置 33,633

車両運搬具 0

工具器具備品 23,233 負債合計 937,759

リース資産 20,428 （純資産の部）

土地 581,486 株主資本

建設仮勘定 17,194 資本金 240,000

有形固定資産合計 978,246

資本剰余金

無形固定資産 　資本準備金 240,000

施設利用権 599 資本剰余金合計 240,000

ソフトウェア 20,547

電話加入権 636 利益剰余金

無形固定資産合計 21,782 　その他利益剰余金

　　繰越利益剰余金 2,814,883

投資その他の資産 　　　（うち当期純利益） （79,279）

関係会社株式 550 利益剰余金合計 2,814,883

敷金保証金 19,746

破産更生債権等 1,004

繰延税金資産 142,793 株主資本合計 3,294,883

その他の投資 210

貸倒引当金 △ 1,004

投資その他の資産合計 163,300

固定資産合計 1,163,329

純資産合計 3,294,883

資産合計 4,232,643 負債及び純資産合計 4,232,643

注 ： 受取手形裏書譲渡高 59,185

貸　借　対　照　表
( 2020年3月31日 )

科        目 科        目

（単位：千円）

 

 

 



 

－ 2 － 

個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式：総平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

製品及び仕掛品 ：盤事業 個別法による原価法  機器事業 総平均法による原価法 

原材料  ：移動平均法による原価法 

貯蔵品  ：最終仕入原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く)：建物については定額法によっており、その他の有形

固定資産については定率法によっております。 

 なお、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物に係る

減価償却方法を定額法としております。 

無形固定資産(リース資産を除く)：定額法によっております。 

リース資産 ：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法）によ

っております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が 2008 年３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっており

ます。 

 

(4) 引当金の計上基準 

貸倒引当金：債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により

     貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不

     能見込額を計上しております。 

賞与引当金：従業員の賞与支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。 

製品保証引当金：機器製品カタログ性能問題に起因する性能検証費用及び付随する損失

に備えるため、将来発生費用見込額を計上しております。 

 

(5) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２. 会計方針の変更 

該当する事項はありません。 
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３．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額  592,561千円 

(2) 受取手形割引高       - 千円 

(3) 受取手形裏書譲渡高   59,185千円 

(4) 関係会社に対する金銭債権債務 

  短期金銭債権   141,107千円 

  短期金銭債務  13,044千円 

 

４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

 貸倒引当金繰入限度超過額 505 千円 

 未払事業税 6,636 千円 

 賞与引当金 32,712 千円 

 製品保証引当金 92,699 千円 

 機器性能検証用供試繰延額 9,778 千円 

 敷金償却 304 千円 

 繰延資産償却超過額 156 千円 

繰延税金資産合計 142,793 千円 

   

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

   (1) 親会社及び法人主要株主 

（単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権の所

有(被所有) 

の割合（% ) 
関連当事者との関係 科目 

期末残高 

（※） 

親会社 日東工業株式会社 
(被所有) 

直接 100.0 

当社製品の販売 

盤用機器類の購入 

役員の兼任 

従業員(出向受け) 

 

売掛金 

買掛金 

未払費用 

 

 

55,001 

7,656 

3,818 

 

（※）期末残高には消費税等を含めております。 
 

(2) 子会社 

（単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権の所

有(被所有) 

 の割合（ %） 
関連当事者との関係 科目 

期末残高 

（※） 

子会社 

International 

Switching 

Equipment,Inc. 

(所有) 

直接 100.0 

当社製品の販売 

機器用部品類の購入 

役員の兼任 

売掛金 

未払費用 

86,105 

1,570 

（※）期末残高には消費税等を含めております。 
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６．一株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たりの純資産            343,217円 03銭 

(2) １株当たりの当期純利益   8,258円 25銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

該当する事項はありません。 

 

（ 注 ） 記 載 金 額 は 、 表 示 単 位 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。

 


